
                                                                                          
官民データ活用推進計画について 

市町村は官民データ活用推進基本計画に即し、都道府県官民データ活用推進計画を勘案し

て「市町村官民データ活用推進計画」を策定【努力義務】 

（官民データ活用推進基本法第 9 条 3 項） 
 

※平成 30 年度～ 

地域 IoT 実装推進事業（総務省）の補助を受けようとする市町村においては、官民デー 

タ活用推進基本法に基づく「市町村官民データ活用推進計画」を策定していることが要件。 

 

法律                 

 

 

総合計画 第 6 次瀬戸市総合計画      

 

 

個別計画 

 

 

 

 

 

 
平成 31 年４月 19 日内閣官房情報通信技術(IT)総合戦略室 

「地方公共団体の官民データ活用推進計画について」抜粋 

「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画」構成（案） 

 

第 1 章 はじめに 

 

第 2 章 計画の位置付け   

 

第 3 章 瀬戸市の現状と課題 

 

第 4 章 基本方針 

 

第５章 官民データ活用推進の目的と方針 

  

第６章 基本目標と目指す姿 

※まちの将来像「住みたいまち 誇れるまち 新しいせと」の実現を見据えた今後５ 

 年間の目指す姿を、基本目標ごとに施策レベルで提示。 

    ⑴まちの活性化 

    ⑵生活の利便性向上 

    ⑶ICT 基盤の強化 

    ⑷スマート自治体の実現 

 

第７章 事業一覧 

※中期事業計画から関連となる対象事業を抽出する。その他事業については、企画会 

議をとおして各課に照会。各事業の進行管理は中期事業計画に一元化を予定。 

※中期事業計画を踏まえ、毎年度更新することとする。 

   

  

 

 

    

 

 

 

 

官民データ活用推進計画基本法 

（平成 28 年法律第 103 号） 

瀬戸市 ICT 戦略推進プラン 

瀬戸市官民データ活用推進計画 

愛知県官民データ活用推進計画 

（令和元年度 3 月末策定） 

世 界 最 先 端 IT 国 家 創 造 宣 言 ・                   

官 民 デ ー タ 活 用 推 進 基 本 計 画 

（平成 30 年 6 月 15 日） 

令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 7 年 令和 6 年 

第 1 章 

～ 

第 7 章 

第 1 章～第 6 章 

第 7 章 第 7 章 第 7 章 第 7 章 

中期事業計画 

参考資料 



                                                                                          

 

 

 

全体スケジュール 

日程 内容 

3 月 27 日（金） 

・第１回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会 

⑴ 委員委嘱及び委員長選任 

⑵ 事務局説明  

⑶ 委員意見交換（計画骨子（案）と計画構成について） 

5 月下旬 

・第 2 回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会 

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（基本目標と目指す姿について） 

９月 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【素案】」 

 

・第３回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会 

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【素案】について） 

1１月 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【最終原案】」 

 

・第４回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会 

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【最終原案】について） 

 

⇒パブリックコメントの実施 

２月 

 

⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画【完成版】」 

 

・第５回瀬戸市 ICT 戦略推進プラン検討委員会 

⑴ 事務局説明 

⑵ 委員意見交換（計画【完成版】について） 

 

3 月 
 ⇒「瀬戸市 ICT 戦略推進プラン・官民データ活用推進計画」策定・公表 

     

 

 

 

 

 

 

瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会 委員名簿 

  氏名（敬称略） 所属等 分野 専門 

1 安田 孝美 名古屋大学 情報学部 教授 学識経験者 情報学 

2 後藤 昌人 
金城学院大学 国際情報学部 准教授 

（せとまちナビ開発検討会議会長） 
学識経験者 

情報学 

地域研究 

社会・安全システム科学 

3 濱村 文久 

西日本電信電話株式会社 ビジネス営業

本部 公共営業部門 公共ＳＩ・推進

担当 担当課長 

民間企業 
通信 

ICT ソリューション 

4 前田 みゆき 
株式会社日立システムズ 公共・社会

事業グループ 主席コンサルタント 
民間企業 

システム開発 

情報セキュリティ 

5 羽根 由美 
NPO 法人 IT サポーターまち LINKS 

顧問 

NPO 法人・

市民団体 
情報リテラシー 

6 林 ともみ NPO 法人ハッピーリング 代表理事 
NPO 法人・

市民団体 
地域福祉 

７ 寺田 康孝 瀬戸市教育委員 市民の代表 教育 

８ 戸田 新平 せとまちナビ開発検討会議委員 市民の代表 
メディア 

通信 

 

【オブザーバー】総務省 地域情報化アドバイザー 

愛知県 総務局 情報政策課 

瀬戸商工会議所 

名古屋大学  安田孝美研究室 

                金城学院大学 後藤昌人研究室 

 

【事務局】   瀬戸市 経営戦略部 情報政策課 

 

 



                                                                                          
 

 

瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市における様々な地域課題を解決するため、情報通信技術（以下「ＩＣＴ」

という。）の戦略的な利活用を促進し、今後の取組みの方向性及び計画を示す瀬戸市ＩＣＴ戦略

推進プラン（以下「推進プラン」という。）の策定に関し、必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（設置） 

第２条 推進プランに関する事項を検討するため、瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会（以下

「委員会」という。）を置く。 

（検討事項） 

第３条 委員会は、次に掲げる事項を検討する。 

⑴ ＩＣＴの戦略的な利活用に関する方針 

⑵ ＩＣＴの戦略的な利活用に関する取組み 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（組織） 

第４条 委員会の委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。 

⑴ ＩＣＴに関し学識経験を有する者 

⑵ ＩＣＴに関わる民間企業、ＮＰＯ法人、市民団体等に属し専門的知識を有する者 

⑶ その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から推進プランを策定する日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（謝礼） 

第６条 委員に対して、委員会の会議（以下「会議」という。）１回の参加につき謝礼として７，

３００円を支給する。 

（委員長及び副委員長） 

第７条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は委員の互選により選出し、副委員長は委員のうちから委員長が指名する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第８条 会議は、委員長が招集する。ただし、第１回の会議については、市長が招集する。 

２ 委員長は、必要に応じて委員以外の者に、会議への出席及び資料の提出等を要請することがで

きる。 

３ 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

４ 会議は、原則として公開とする。 

５ 議事内容、経過及び資料は公表することとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、経営戦略部情報政策課において行う。 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年１月２４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会傍聴要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、瀬戸市ＩＣＴ戦略推進プラン検討委員会の会議（以下「会議」という）の傍

聴に係る手続、遵守事項その他必要な事項を定めることを目的とする。 

（傍聴者の定員） 

第２条 傍聴者の定員は、委員長が定めるものとする。 

（傍聴の手続） 

第３条 会議を傍聴しようとする者は、所定の場所で傍聴者受付票に自己の住所及び氏名を記入し

なければならない。 

２ 傍聴の受付は、会議の開会予定時刻の３０分前から行い、会議の開会予定時刻に締め切る。た

だし、会議の開会後に傍聴の申出があった場合は、傍聴者の数が傍聴者の定員に満たないとき又

は満たなくなったときに限り、傍聴者の定員に達するまで傍聴できることとする。 

３ 傍聴を希望する者の人数が傍聴者の定員を超える場合は、抽選により傍聴者を決定するものと

する。 

（傍聴席に入ることができない者） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴席に入ることができない。 

⑴ 人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯している者 

⑵ 酒気を帯びていると認められる者 

⑶ 貼り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗等意思を表示する物を持っている者 

⑷ 笛、ラッパ、太鼓、その他の楽器の類を持っている者 

⑸ ラジオ、拡声器、無線機、マイク、録音機、写真機、映写機の類を携帯している者 

⑹ 前各号に掲げる者のほか、委員長が傍聴を不適当と認める者 

（傍聴者の遵守事項） 

第５条 傍聴者は、会議を傍聴するときは、次の事項を守らなければならない。 

⑴ 会議中の発言に対して、拍手その他の方法により賛否を表明しないこと。 

⑵ 静粛に傍聴し、会議を妨害しないこと。 

⑶ 携帯電話等通信機器の電源を切ること。 

⑷ 飲食又は喫煙をしないこと。 

⑸ 委員長の許可なく写真撮影、録画、録音等を行わないこと。 

⑹ その他会議の秩序を乱し、又は会議の妨害となる行為をしないこと。 

（傍聴者の退場） 

第６条 傍聴者は、会議を公開としない決定があったときは、速やかに会場から退場しなければな

らない。 

（係員の指示） 

第７条 傍聴者は、係員の指示に従わなければならない。 

（違反に対する措置） 

第８条 委員長は、傍聴者がこの要綱に違反し、これを改善しないときは、当該傍聴者に退場を命

ずることができる。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年１月２４日から施行する。 

 


